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本稿は， マチルド ・ オートロ ー ＝ブトネ氏（リヨン第3大学教授）及びヴァン
サン ・ オートロ ー氏（キャップ ・ ヴェ ー ル法務部長）をお招きし， 2017 年 3 月
30日に東北大学法学研究科で開催した講演会の翻訳である（掲載にあたり， 報
告原稿のアップデ ートをお願いした）。 本講演会は， 訳者が研究分担者を務める









(M. BoUTONNET' Le principe de precaution en droit de la responsabilite 
civile, pref. C. THIBIERGE, LGD J, 2005 として商業出版） は，現代的に重要な当






合い， 何度かフランス語での講演 ・ 報告をご 一緒するなど， 親しい交流を続けさ
せていただいている(Y.LEQUETTE et N. MoLFESSIS (dir.), Quel avenir pour la 
responsabilite civile?, Dalloz, 2015; M. HAUTEREAu-BouTONNET et K. YosHIDA 
(dir.), Regards juridiques franco—japonais sur le risque environnemental, 
PUAM, 2017を参照）。同教授にご来仙いただくのは2016年3月（エヴ ・トル
イエ ＝マランゴ准教授（エクス ＝ マルセイユ大学） とともにお越しいただいた）
に続いて 2 度目であり（作並温泉をいたく気に入られたようである），講演原稿
の日本語訳の公表をご快諾いただいた。
本講演（原題はLes atteintes a l'environnement, quelle metamorphose pour 




つの見方） を知るうえで貴重な資料となろう。 また，オ ートロ ー＝ ブトネ教授の
夫であり， 再生可能エネルギー生産会社であるキャップ・ヴェ ール ・エネルジ一




たパトリス ・ ジュルダン教授による論稿（拙訳） もあわせてご参照いただければ
幸いである（なお，2016年8月8 日の法律第1087号により民法典に導入された






債権債務関係と定義されます (1) 。 このことは， 民法典第1240条（旧第1382
条） (2) から導かれます。 その際， 民事責任の問題は， 伝統的に， 個人主義
的・主観主義的なものとして現れます。 人の個人的利益を毀損する侵襲が論
じられるのです。 このことは， 実体的要件の次元だけでなく， 訴訟の受理可
能性の段階から表れます。 すなわち， フランスの訴訟法においては， 民事訴
訟法典第31条に基づき， 個人的な訴えの利益を証明することが原告に要求
されているため， 訴権はその者に固有の利益の毀損を解決することに向けら
れたものでなければなりません。 したがって， 原則として， 責任訴権は， 個
人的損害を被った者であり， 自己のために賠償を得ることを望む原告によっ
て， 提起されます (3) 。 訴訟法の専門家は， これを 「 通俗的」訴権(action
«banale»)と呼びます (4)。
「原則として」と言ったのは， 常にそうではないことが観察されるからで
す。 たとえば， 環境に対する侵襲の問題において， 学説に刺激された判事及













（法学 2018) 82-3-97 
める必要がありました。
民事訴訟法典第31条 (6)は， 一定の者が自己固有の利益ではなく 「特定の」
利益を訴訟によって防御できるよう， それらの者に訴え提起の資格を例外的
に付与する可能性を立法者に与えており， これにより， 上記の挑戦に応じる
ことができました。 立法者は， 訴訟法の専門家が 「特権的」訴権(action
«attitree»)と呼ぶところの (7) こうした訴権を創設する可能性に基づいて，
環境民事責任法を発展させ， 新たなタイプの損害の賠償を認めることができ








できました。 しかし， このことは， 重要な観念的問題を克服することをも要
請しました。 すなわち， 伝統的に主観主義的であった民事責任実体法は， 権
利主体に対する侵害だけでなく， 自然のように， その利益が防御されるべき
ところの権利客体に対する侵害をも対象としうることを認めるということで











が， 今や超個人的利益(interets supra-individuels) , 非個人的利益(in­
terets non -individuels) , さらには多数の個人的利益(interets pluri-indi­
viduels)に意を割くのです。 特に， 個人的利益， 超個人的利益， 多数の個
人的利益だけでなく， 非個人的利益の賠償が認められるに至ったことによ



























ーが， 1999年12月12日の夜にブルター ニュ海岸沖で難船し， 海洋汚染を
生じさせました。 トタル社の責任を認める判決が， 破毀院により， 2012年9
月25日に下されるに至りましたが (10)' そこにおいて破毀院は， 第1審（パ
リ大審裁判所2008年1月10日判決 (11)) や第2審（パリ控訴院2010年3月10日判
決 (12)) が見事に描写した実に様々な財産的損害・非財産的損害の賠償を認
めるに至りました。 さらに， 汚染により健康被害が生じる場合には， 身体的
損害の賠償も認められることを付け加えなければならないでしょう (13) 。

















総体であると理解される」としました。 こうした損害は， 商業者など， その




すが， エ リカ号事件は， どのようにそれを精緻化できるかを示しました。 そ




うようなものです。 権利に対する侵襲は， それ自体， 精神的損害であること
を認めうるのです。
後者がエ リカ号事件で明確に厚遇された損害です。 同事件は， 一定の法人
が環境の質から享受する評判に言及します。 たとえば， 観光について良いイ















この法理は， 特に， 賠償金の付与だけでなく， 侵害の差止めや防止措置を課




力分野における民事責任に関する1968 年 10月30日の法律第943号。1960 年 7月29
日のパリ条約を国内法化したものであり， すでに数度改正） と， 海への炭化水素の
排出による責任の規律枠組み(1969 年 5月30日に発効し1975 年 6月26日のデ





であり， 賠償は， 人身侵害だけでなく 「原子力侵害」， すなわち事故の物質
的な婦結の総体についてなされます。 炭化水素に関していえば， 責任は 「船
荷を輸送する船舶のあらゆる所有者」 に， 「保護措置の費用及び当該措置に
より生じたあらゆる喪失又はあらゆる侵害」について課されます。 しかし，


















公益に関していえば， フランス法は， 公益の防御の権限を， 裁判所での国
の代理人たる検察官に留保しています。 検察官は， 公序を乱すに至った所為
について賠償を請求するために， 訴訟に参加します。 環境分野では， 環境に
対する侵襲は公序の防御に関わるため， 検察官が私訴に参加します。 検察官
は， 民事責任の一般法から外れる損害， すなわち社会が被った損害の賠償を
得ることになりますが， それは時として 「社会的損害」 (16) と呼ばれます。
集団的利益に関していえば， 事は単純ではありませんでした。 判事は， 長
らく， 集団的利益というのは 「同一の利益共同体のもとに人々をまとめあげ
るもの」 (17) であり， 公益と融合すると考えていました。 これにより， 検察官
の独占を維持すべく， 市民が個人的利益以外の利益を防御するために訴えを
提起するのは認められないとされていました (18) 。 集団的利益を民事訴訟法
典第31条にいう 「特定の利益」のカテゴリ ー に含ませるために立法者が介




今日では， 一定の環境保護団体のほか， 地方公共団体， 自然公園， フラン
ス生物多様性機構， フランス ・ エネルギー機構のような多様な公法上の法人
(319) 
（法学2018) 82-3-103 
に認められています (19)。 このことは， 取るに足らないことではありません。
というのは， 訴えの提起を認められる者が多くなればなるほど， 一定の損害
につき賠償が多くなされうるからです。










いえます (21) 。 この点については， 債権法の改正草案が， 環境法を超えて一
般的承認を与えていることが目を引きます（司法省法律草案〔2016年4月29





あるタイプの集団的損害が隠れているのです。 そして， 環境保護能力は， 統








るいは， 何らの詳論も伴わずに単なる 「損害」を指摘します。 しかし， エリ
カ号事件が明確に示したように， 集団的損害は， より正確には， 団体の特定
の任務， すなわち団体目的の侵襲にあり， これは侵襲された価値を統合させ
るものに他なりません。 たとえば， この事件において， パリ控訴院は， 一定
の団体の 「 アイデンテイティ ー を基礎付ける価値」を確認したうえで， そこ
から 「団体目的に対する侵襲」を導きました。 特に， パリ控訴院は， 当該の
環境の保護における団体の任務の重要性と有用性に応じて， 賠償額を区別し






地方公共団体に関していえば， エリカ号事件では， 「 自然遺産の完全性に






ていることに注意しましょう。 したがって， 環境に対する侵襲は， これらの
団体が当該地域について有する権限に応じて体現する環境価値への侵襲をも








ての損害が見出されます。 しかし， いずれにせよ， これらの訴権によって










害を認めるのは， 自明なことではありません。 自然は人ではないために， い
かなる訴えの利益もなく， 自己の損害の賠償を請求することができないから
です。
この障害を乗り越えるために， 理論的には 2 つの解決が可能であることに
注意しましょう。 1 つは， 自然に法的地位を与える， つまり， 代理人を介し
て訴訟を提起し， 最終的に自身が被った損害の賠償を得ることができるよう
に， 法的主体の資格を与えるというものです。 ポリビアやエクアドルのよう
ないくつかの南米の国々は， このような選択をします (24) 。 もう 1 つは， 自
然に法的主体たる地位を与えることなく， それに対する侵襲が賠償に値する
ような 「保護されるべき利益」として， 自然を捉えるというものです。 この
場合， ある学説が指摘したように (25), 自然の利益を防御しうるようにする




法からの逸脱点になります。 フランス法はこちらを選択し， チリ法， アメリ
力法， ブラジル法及びメキシコ法と同じ立場をとりました (26) 。 フランス法
は， もはや 「主観的な」損害ではなく 「客観的な」損害として， 法的主体で
はないものが被る損害の賠償を認めているのです。
第1に， エリカ号事件において， 大きな第一歩が踏み出されました。破毀
院は， 2012年9月25日の判決により， トタル社が， 個人的利益及び集団的
利益のほかに， 環境に対して生じた損害についても責任を負うことを認めま
した。 ただ， いかんせんこの判例は不確かなものでした。 というのは， この
損害の賠償を認めるために， 判事はそれを， 原告， すなわち環境保護団体及
び地方公共団体が被った個人的損害と同視していたからです。 非財産的損害
と環境損害を混同したうえで， これらの者への賠償金の支払が命じられまし
た。 しかし， 損害はこれらの者が被ったのではなく， 自然に対して引き起こ
されたのです。
それゆえ， 第2に， 立法者が介入する意味が出てきました。 生物多様性，
自然及び景観の回復のための 2016年8月8日の法律第1087号は， 民法典を
改正し， 環境損害の賠償に関する特別の民事責任の規律枠組みを創設しまし





います。 これにより， 新たなタイプの損害が賠償可能となり， これについて
様々な損害項目が想定されうることになりました。 すでに， 一部の学説は，
数年前から， 環境損害の一覧表によって判事を誘導することを提案するのを
ためらいませんでした。 それによれば， 士壌， 水， 大気， 動物相， 植物相に
生じた損害は， それぞれ区別しなければならないとされます。
(323) 
（法学 2018) 82-3-107 






































とにより， 立法者は， 訴訟の目的が実現すること， すなわち自然が被る損害
が修復されることに留意するのです。 とりわけ， 立法者は， 原告を利する個
人的損害・集団的損害の賠償と， 原告を利するべきではない環境損害の賠償
とが混同されるのを， 避けようとしているということができます。
このように， この法律により， 立法者は， 概念的レベル ・ 実用的レベルに
おける民事責任法の適応能力を徹底的に押し進めるに至りました。 概念的レ









どのような問題かは， よく知られています。 環境に対する侵害により， し
(325) 
（法学2018) 82-3-109 
ばしば， 共通の淵源を持つ多数の個人的損害， 言い換えれば 「多衆侵
害」 (28) が発生します。 環境に対する侵襲は， 多数の人々に対する物質的， 精
神的又は身体的な侵害をもたらします。 たとえば， 河川の汚染は， 財産侵害
を生じさせることにより， 付近住民の個人的利益を侵害しえます。 この場
合， これらの被害者が， 講演の最初の方で述べた 「通俗的」 民事責任訴権を
行使するのを妨げるものは何もありません。 しかし， 困難が生じえます。 す








まれるというのは， 多くの被害者のためらいの元となり， 結局， 訴えを提起
しないという選択肢が勝ることになりえます。 ここには， 明らかな不正義が
あります。 被害者に対する侵襲について裁判システムが対応していないこと












しかるに， この点に関するフランス実定法の欠鋏を埋めるべく， 近時， 立



































第4に， 審級の進行に関しては， 2016年11 月18日の法律第1547号が定
める共通枠組みから， いくつかの要素が指摘できます。 まず， 団体は， 行政
裁判所又は民事裁判所 （大審裁判所）に訴えを提起することができます。 訴
えは， 確認される違反行為を差し止め， 若しくは中止させ， 又はそれにより
生じる損害を賠償させるために， 被告を遅滞に付すことから始まります。 和
解手続の手段が勧奨される4か月の期間（民事訴訟法典第826-14条）が経過し
た後， 手続は2段階でなされます。 第1段階においては， 判事が 「責任に関
する判決」（民事訴訟法典第826-15条）を下し， そこでは， 「集団への結び付け
の基準を定めつつ， 被告が責任を負う対象の集団」が指定されるだけでな
く， 「判決が定義する集団を構成する人のカテゴリ ー のそれぞれについて賠
償されうる損害」が決定されます。 上訴手段が尽きた後， 被害者が2種の方













































ー施設の周辺住民です。 たいていは農業者です。 それらの者は， 自身が被
った全ての財産的・非財産的侵害について賠償を請求するでしょう。 より具

























ーしかし， マチルドの講演を聞くと， 今日では， われわれはより多くの賠
償をしなければならないようです。 すなわち， この非営利社団が， われわれ
に対し， 残りの環境損害の賠償をも求めてくるという強い可能性がありま
す。 先ほどの例に戻って， 液体廃棄物が施設の近くにある川に流れ込んだと
いう事例を想定しましょう。 環境損害は， 水， 動物相， 植物相， つまり生物
多様性に対する侵襲という観点から， 非常に重大です。 ここに困難が見出さ
れます。 われわれ事業者は， この分野について， まった＜能力を有していな























す。 したがって， 環境保護団体や当該の農業者は， 緊急措置として， この段
階では訴権の正当性を気にかけることなく， 汚染の差止めと侵害の防止措置
を即時に命じてもらうために， 判事を把捉することができます。
第2に， 賠償の段階において， すなわちすでに侵害が生じた場合でも， 行
政警察システムは比較的有効です。 知事は， 事業者に対し， 原状回復措置を
命じることができます。 特に， 環境に対して生じた侵害の賠償を規定する
EU法由来の行政警察的規律が存在します。 2004年 4月21日のEU指令で
あり， 2008年に国内法化されました。 このように， 民事責任の判事が出て
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